
 

 

 

 

 

 

 

 

 

「生産緑地地区の追加指定」について 
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１ 生産緑地地区とは 

生産緑地地区とは、市街化区域内において、良好な都市環境の確保に

効果があり、かつ公共施設等を予定する敷地として適した都市農地を保

全するため、都市計画で決定された地域地区です。 

 

 

２ 追加指定要件 

生産緑地地区は、次の要件を満たす一団の農地等について、土地所有

者からの指定申出を受けて、市が都市計画決定の手続きを経て指定しま

す。 

 

（１）市街化区域内の一団の農地等で、公害又は災害の防止、農林漁業

と調和した都市環境の保全等良好な生活環境の確保に相当の効用

があり、かつ、公共施設等の敷地の用に供する土地として適して

いること 

 

（２）一団の農地等で面積が３００㎡以上であること 

※一団の解釈については、個別の事例ごとに判断しますので、ご相

談ください。 

 

（３）用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継続が可能な条件を備

えていると認められること 

 

（４）将来にわたって農地等として適正に維持管理できること 

 

（５）指定する農地等に関する権利を有する者全員の同意が得られるこ

と 
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３ 生産緑地地区に指定されると 

生産緑地地区に指定されると、次のような取扱いとなります。 

 

（１）農地課税となります。 

 

（２）相続税の納税猶予制度の適用が可能となります。 

 

（３）農地として適正な管理、保全が義務付けられます。 

 

（４）建築や宅地造成が制限されます。 

 

 

４ 追加指定の相談・申出 

相談・申出の受付は随時行っています。当該年度指定分の申出の締切

りは、毎年６月末です。また、申出の前に現地確認等を行いますので、

余裕をもって相談ください。 

（例：６月までの申出 → 申出年度の追加指定 

７月以降の申出 → 次年度の追加指定） 

 

 

５ 追加指定の申出に係る必要書類一覧 

（１）生産緑地地区の追加指定に係る申出書（様式第１） 

 【添付書類】※図面については申出地を赤色で記してください。 

  ・位置図（縮尺 １／２，５００程度） 

  ・土地全部事項証明（発行日から３か月以内のもの） 

  ・公図（発行日から３か月以内のもの） 

 

（２）生産緑地地区の追加指定に係る同意書（様式第２） 

 【添付書類】 

  ・所有者及びその他権利を有する全員の印鑑登録証明書 
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６ 生産緑地地区の追加指定の流れ 

 

  随時     6月中      9月頃      11月頃     年末 

 

 

７ 生産緑地の買取り申出について 

 生産緑地地区に指定された農地等は、次のいずれかに該当した場合、

市に対して、買取りを申し出ることができます。 

 

（１）生産緑地地区の指定（都市計画の決定告示の日）から３０年を経

過したとき 

 

（２）農業の主たる従事者が死亡したとき 

 

（３）農業の主たる従事者が農業に従事することを不可能にさせる故障

を有することとなったとき 

 

※市で買取らない場合、他の農業従事希望者が当該生産緑地を取得でき

るように、農業委員会にあっせんを依頼します。買取り申出の日から

起算して３か月以内に所有権移転（相続その他の一般継承による移転

を除く。）が行われなかったときは建築行為などの制限が解除になり

ます。 
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８ 特定生産緑地制度について 

 指定後３０年が経過した生産緑地地区は最終的に宅地並み課税となり

ます。 

３０年経過までに特定生産緑地に指定することで、これまでと同じ税

制措置を受けることができます。指定を受けずに３０年が経過すると指

定を受けることができません。 

 また、特定生産緑地の指定は１０年ごとに更新可能ですが、一度指定

を外れると再度、特定生産緑地に指定することはできません。 

 

 

 

※ご注意ください 

「生産緑地地区への新たな指定」と「特定生産緑地の指定」は別のものですの

でご注意ください。 

・生産緑地地区：指定後３０年間農地として管理義務、税制優遇あり 

・特定生産緑地：３０年経過する生産緑地の義務と優遇を１０年延長するもの 


